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《研究ノート》
「優位」概念の変遷
一Dunningのeclectic理論とPorterの
　　　　所説の比較を通して一
津　　守　　貴　　之
　近年，グローバル化やグローバライゼーションあるいはボーダーレスとい
う言葉がさまざまなところで頻繁に使われるようになっている（1）。これらの
言葉は現在，ますます進行しつつある世界経済の一体化あるいは相互依存度
の深化を感覚的に表すものであることは言うまでもない。ところがこれらの
言葉に込められている独特の意味あるいはこれらの言葉によって表現されて
いる現象の特殊性については必ずしも明確にされてきたとは言い難い。例え
ば，これらの言葉の意味するものあるいは対象は論者によってまちまちであ
るし，また従来から使われていた「国際化（インターナショナライti’　・一ショ
ン）」といった言葉と質的にどのような違いがあるのか，といった点につい
ては未だ理論的にも実証的にも整理されているわけではない。現在のとこ
ろ，国際化に関する現在進行形の諸現象をひっくるめて「グローバライぜ一
ショソ」と呼んでいる感がある。しかしながらだからといってこれらの言葉
がまったく無内容なものであるというわけではない。さまざまな局面で従来
とは違った質的変化が分析されていることも事実である（2）。問題はただグ
ローバライゼーションに関する本質的な性格規定がなされていないというこ
となのである。
　グ白一バライゼーションの性格規定の問題は，単に近年の世界経済の特殊
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性分析の問題にとどまらず，以下で述べように，世界経済圏にとっての根本
的な課題である分析単位の問題につながるものである。周知の『謔､に，企業
の多国籍化の進展という第二次大戦後に顕著になった現象は世界経済論ある
いは国際貿易論に，基本的な分析単位を何に求めるかという聞題を絶えず突
きつけてきた。従来，国際貿易論の基本理論である比較生産費説にせよ
Heckscher－Ohlin定理（以下，　H－O定理と略）にせよ，世界経済という場で
の諸取引を分析するための理論を構築する前提として，生産要素（ヒト，モ
ノ，土地）が国境を越えて（ほとんど）移動しないという状況を理論的に設
定することによって国民経済を分析単位として採用してきた。それに対し
て，グロ　一一バライゼーションという言葉から容易に感じ取られるように，世
界経済の現状はすでにヒト，モノ，カネ，情報がかなりの程度，自由に移動
していることを考えるならば，国民経済を分析の基本単位とすることの有効
性が疑われるとしても不思議ではない。例えば，国境を越えて自由に活動し
ている（多国籍）企業を分析単位とすべきであるという議論が展開さ乳てい
る（3）と同時に，世界経済全体を一つの単体とみなして分析単位とすべきであ
るという議論を展開することも可能である（4）e
　ところで国民経済が分析単位として有効かどうかを問題とされる理由は，
上記のように一国内の経済活動が国境を文字どおり境としてその他の国民経
済に対して一定の相対的な自律性あるいは凝集性を持っているかどうかが，
少なくとも感覚的には，疑問視されるようになってきたからである。それで
は国民経済の相対的自律性ないしは凝集性の意味内容が何か，この問題が問
われなければならない。この問題は世界経済における「優位」概念の再検討
作業ときわめて密接な関連を持つものである。なぜならばこの「優位」概念
の再検討作業とは「優位」を形成するための生産力基盤を何に求めるか，「優
位」を規定する空間的範囲をどこに設定すべきかという問題であり，上述の
分析単位の問題を考える際に避けて通ることのできない論点だからである。
　そこで本稿では，企業戦略の分析を中心にすえな参ら国民経済の意義まで
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幅広く論じているM．Porterの所説の意義を明らかにすることを通して「優
位」概念の再検討作業の一部を行うこととする。その際，Porterの所説の特
徴点をより明確にするために国民経済と企業という＝：つの分析単位を貿易論
と多国籍企業論の総合化という形で統一的に把握しようと試みている
Dunningのeclectic理論をまず最初に取り上げ，その到達点を確認した上
で，次にPorterの所説を，とりわけ彼の最近…著であるr国の競争優位』を中
心に検討し，両者の比較を通じて「優位」概念の変遷を見ていくこととす
る。
　ところで本稿は最近の（多国籍）企業論に関する議論を従来の諸理論と比
較することによって何が新レい論点であり今後の課題であるのか，を探るこ
とを目的としている。その意味では前稿で行った「内部化」理論の整理と同
じく，筆者の実証的あるいは理論的付加価値を積極的に示すものではない。
また本稿で取り上げているDunningのeclectic理論にせよ，Porterの所説
にせよ，筆者は理論的枠組みとして全面的に採用しようとしているわけでは
なく，両者ともに（とりわけ後者については強くいえることであるが）現状
認識の手段として検討しているに過ぎないことを予め確認しておく。
1．Dunningのeclectic理論
　1．eclectic理論の基本構造
　Dunningによれば「国際生産（lnternational　Production）」とは「自国の外
で企業（あるいはその企業グループ〉によって所有されるか支配されるかま
たは組織される付加価値創出活動」（5＞であるとされる。そして，eclectic理論
とは，企業が「なぜ」，「どのようにして」，「どこで」「国際生産」を行うか
を，所有特殊優位，内部化優位，立地優位という三つの優位概念（具体的内
容については，表1－1，参照）を組み合わせることによって総合的に説明
しよう，とする理論である。その際に，所有特殊優位と内部化優位は「市場の
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失敗」の枠組みが，立地優位は新古典派の要素賦存理論，即ち，H－0定理
を基礎とする貿易理論が，それぞれ説明の枠組みとして採用される（Dunni－
ng，1988b）。また，　Dunningによれば「eclectic」という言葉には次の三つの
意味が込められている。①過去30年間に蓄積されてきた多国籍企業の活動に
ついての説明の主要理論を網羅していること，とりわけ，「なぜ」と「どのよ
うにして」を説明する理論としての産業組織論の国際的適用と「どこで」を
説明する理論としての立地論および貿易論を「折衷」していること，②対外
直接投資の全ての形態をカバーする理論であること，③様々な海外市場参入
方式をすべて包括的に説明する理論であること，即ち，対外直接投資に限ら
ず，貿易，ライセンス供与などいろんな契約・協定をも理論の射程に含むも
のであること，である（6）。この説明からも窺えるように，eclectic理論とは所
有の有無にかかわらず「国際生産」に関する現象を包括的に説明することを
志向する理論である。その概要を見てみると以下のとおりである（表1－
1　）e
　①所有特殊優位：この優位は同一市場に参入している他国籍企業に対して
持つ企業内的な純所有優位で，その内容は，少なくともある一定時間におい
てその企業のみが利用可能でしかも空間的に移転可能な優位である。例え
ば，企業が持つ技術，ノウハウなどの無形資産から生じる優位や巨大性，独
占性から生じる様々な優位や多国籍化していることによる優位があげられ
る〔7）。またこの優位は，Cavesが語ったように，公共財の性格を持ってお
り（8），この性格が次の内部化優位と関連してくる。ま’ｽ，表1－1にみられ
るように，この優位は一つはa）規模および独占力と効率的資源利用と
b）一i）企業ネットワークの利用をそφ内容とするもの，即ち，S．　Lallが
名づけたような独占的優位であり，（Lall（1982））かつまた「構造的な」市場
の失敗を生み出す優位と，もう一つはb）一ii）多国籍性の利用をその内容
とし取引費用に関する市場の失敗から生じる優位との大きく二つに分類され
る（9）。’ｱれが「なぜ」企業は国際生産を行うかの理由である。
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表1－1　三つの優位概念
1．特定国籍の企業が他国籍企業に対して持つ所有特殊優位
a）知的所有権や無形資産の優位
　　：製品革新，生産管理，組織化／マーケティング・システム，革新能力（例えば
　文章化されていないノウハウなど）
b）共通管理の優位
　　i）既存企業の諸支工場が新規参入企業よりも有利に享受できるもの
　　おもに企業規模や既存の地位によるもの，例えば，範囲の経済や馴化，独占
　　力，より有利な資源能力やより効率的な資源利用，労働，天然資源，資金情報
　　　などの投入への独占的あるいは有利なアクセス，有利な条件での投入の獲得能
　　力（例えば，規模や独占的影響力によるもの），製品市場への独占的あるいは有
　　利なアクセス，限界費用で親会社の資源にアクセスできること，結合供給の経
　　済（生産のみならず，購買，マーケテdング，資金調達などや調整）
　　ii）多国籍性から生じる特殊性
　　多国籍性はより広い機会を提供することによって優位を向上させる。
　　情報，資金調達，労働などの国際市場への有利なアクセスやそれら市場につい
　　てのよりよい知識，要素賦存や市場の地理的相違の優位を利用する能力，例え
　　　ば，様々な通貨圏や政治的状況におけるリスクの分散／削減能力
1．内部化（インセンチaヴ）優位
（例えば，市場の失敗に対する防衛あるいは市場の失敗）
・調査や交渉コストの回避
・知的所有権を強制するコストの回避
・買い手の不確実性の回避
・価格差別化ができない市場
・中間／最終製品の品質の維持
・相互依存活動による経済性の獲得（表1－1のb）を参照）
・先物市場が存在しないとき，これを企業内部で相殺できる
・政府の干渉の回避やその利用（数量割当，関税，価格統制，など）
・投入物の供給や販売条件のコントロール
・販路のコントロール（競争相手によって利用されているものを含む）
・競争戦略あるいは対競争戦略としての，相互供給，市場略奪的価格づけ，リーズ・
アンド・ラグズ，振替価格操作，などを行うことができる能力
皿．立地特殊要因（優位）
・天然資源／創出された資源の賦存および市場の空間的配置
・投入物の価格／品質／生産性，例えば，労働，エネルギー，原材料，部品，半完成
　品など
・国際的な輸送コスト，情報伝達コスト
・投資インセソティヴとディスインセンティヴ
・財の貿易に対する人為的な障壁（例えば，輸入統制など）
・インフラストラクチェアの提供（商業面／法律面／教育面／輸送面／情報伝達面で
　の）
・心理的距離（言語，文化，ビジネス，慣習などの差）
・研究開発やマーケティングの集中化による経済性
・経済システムや政府の政策；資源配分のための制度的枠組み
（出所lDunning，1988b，p．27）
一109一
342
　②内部化優位：所有特殊優位を持っている企業は所有特殊優位を最も効果
的に利用するためには所有特殊優位を販売したりライセンス供与したりする
のではなく自ら使用し優位の漏出を防がなければならない。というのも先述
したように，所有特殊優位は公共財の性格を持つからである。そのためには
対外直接投資による新規海外子会社の設立や他国籍企業の買収などを行うこ
とになる㈹。これが「どのようにして」企業は国際生産を行うか，つまりな
ぜ企業は対外直接投資を選択するのか，さらには逆に，なぜ企業は対外直接
投資を選ばずライセンス供与や貿易などを選択するのかの説明になる。
　③立地優位1この優位は特定地域あるいは特定国に特殊なもの，したがっ
て空間的に移動不可能なものでしかもその地域あるいは国に立地している企
業すべてが利用可能な優位である。所有特殊優位を持ちしたがって内部化優
位を持つ企業はより効率的に資源を確保しようとして，自らの諸活動の空間
配置をもっとも効果的に行おうとする（11）。これが「どこで」企業は国際生産
を行うかの説明となる。
　所有特殊優位と内部化優位の間の関係は上の叙述で自明のことであるので
省略するとして，所有特殊優位および内部化優位と立地優位との間には理論
的には直接の関係はない。もちろん，現実には上記3つの優位の問には密接
な関連があり，相互作用的であることをDunning自身も認めてはいるが（12），
理論展開のレベルではとりあえず無関係なものとして扱われている。また三
つの優位を組み合わせるだけでは「国際生産」の動態が語れないため時間軸
を導入している。そして，動態化の要因として内生変数として企業者能力
を，外生変数として①経済発展，②技術，③政府の役割を追加しているが，
基本的には国民経済という空間的場がもつ意味についてのより突っ込んだ議
論は見られない（13）。
　この説明を簡単に図式化するならば図1－1のようになろう。
　ところで，eclectic理論においては，これら3つの優位および市場の失敗
とH－0定理という2つの説明の枠組みが，ただ単純に組み合わされている
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図正一1
優位の源泉
優位の種類
三つの優位相互の関係
1　rttt－ttt－ttt－ttttT－ttt4tT一］
i　i企業者の意志；
1　L”’一一一一一一一一／一一一一・一．．”一s
…雫
　内部化優位
（どのようにして）
ド　　　　　　　　　　　ロ　コ
i一国の要素賦存i
ヒヒロリ　　　ドド　ヒ　　　　リリロロロロヨ
　　　F
所有特殊優位
　（なぜ） 一十
取引費用に関する市場の失敗
十 立地特殊優位
　（どこに）
説明の枠組 構造的な
市場の失敗
H－O定理
だけではなく，これら3つの優位の問の比重，したがって2つの説明の枠組
みの間の比重が歴史とともに変遷してきていると考えられている。次にこの
3つの「優位」の間の比重の変遷についての説明をみてみよう。
　2．「国際生産」の歴史的変遷
　表1－2はDunningの「国際生産」の歴史的変遷についての説明を簡略に
まとめたものである。Dunningは「国際生産」の時期を，大ざっぱに言うな
らば，第1期（1870年から1914年あるいは1919年までで，ほぼバックス・ブ
リタニカと呼ばれる時期に相当），第2期（1914心あるいは1918年から1938
年までで，ほぼ戦問期に相当），第3期（1939年あるいは1945年から1960年ま
でで，バックス・アメリカーナの最盛期に相当），第4期（1960年から1985年
までで，米国の覇権の動揺期に相当）に分けている。それぞれの時期の特徴
を簡単に述べるならば，第1期は植民地体制の成熟期で一次産品一加工品間
中心の貿易体制の時期であるとともに，世界的規模での輸送・情報伝達技術
網の基礎的な組織化や大企業の発生などから貿易の拡大，植民地投資の活発
化を通じて「国際生産」の原型が形作られ，世界経済の緊密化が進んだ時期
である。第2期は二つの大戦の間に位置するため表面上の大きな変化はない
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衷1－2諸「優位」の比重の歴史的変遷
　項
椁ﾚ 特　　徴
技術の状況
i所有特殊優位）
市場の失敗
ﾆ組織形態
i内部化優位）
立地要因
i立地特殊優位）
1870
@1
P914
①英国型投資から
@米国型投資へ
E英国型投資
@幽金融的支配・米国型投資
@●現地子会社の
@　設立
A一次産品投資が
@主体
☆新しい輸送・情
@報伝達技術開発
@生産面での規模
@の経済の顕現
A生産の集中
B貿易の拡大
C所有特殊優位の
@顕在化
鼈黶E一P919～1938…・…
剳ﾄ国の技術的優
@位の向上
@：特に新しい産
@　業部門
①新技術の複雑さ
@の増大
A国家間での技術
@能力の違いの拡
@大B技術保護の必要
@性の発生
C一次産品市場の
@不確実性の高さ
c一P919～1938一一…一・@四駅規模の増大
A企業内部取引の
@急激な増大
B国際カルテルの
@増大
①植民地貿易
A海外情報の不足
B貿易障壁の強化
@と独占体の形成
剽ｧ地要因がいま
@だ重要な時期
c一P914～1938…一・一一@一次産品需要の
@前期における増
@大と後期におけ
@る減少
A現地需要への対
@応の重要性輸送
@費削減
@非関税障壁回避
1918
@1
P938
①途上国向け投資　の比重増加
A米国からの投資
@の比重増加
B投資は全体とし
@ては低調
1939
@1
P960
①米国からの投資
@の突出
A全体的な投資の
@急速な回復
B先進国向け製造
@業投資の増大
一一一一P945～1960
剳ﾄ国の技術的優
@位の確立
@：技術の重要性
@　の定着
①市場の不完全性
@の拡大
A階層的取引費用
@の低減
B貿易・投資活動
@の安定化
①ドル不足
A労働コストの格
@差
B先進国における
@市場の拡大とそ
@の保護
1960
@｝
P985
①投資国の変化
@・米墨の後退
@・日独途上国の
@　台頭
A投資先の変化
@・米欧向け投資
@　の増大
B相互投資の増大
C企業内ネットワ
@ークの形成
D合弁，非出資型
@投資の増大
☆技術革新力の国
@壁間移転
@・米国の後退
@・日独の台頭
@米国での特許獲
@得の活発化
A技術力の国際的
@分散
￥蒲L特殊優位の
@国際的普及
①外部化への誘因
@の増大
@：国際市場の顕
@　著な改善
A内部化の誘因の
@増大
@’一次産品市場
@　の不完全性の
@　増大
@：国有化のリス
@　ク
B多国籍企業の子
@会社の多角化の
@進展
☆ある国における
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（出所：Dunning，（1988e）をもとに作成）
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にせよ，英国から米国への覇権の移行を準備した時期であり，その一つの現
象として新たな産業部門における米国の技術優位の向上が見られた。第3期
は第2次大戦後の米国の生産力優位にもとづいて安定的に世界経済が発展す
る中で，第2期に蓄積されていた企業内技術＝所有特殊優位が顕在化すると
同時に貿易構造が農工間主導のそれから工々間主導のそれへと転換した時期
でもある。そして先進国間での貿易・投資活動がとりわけ米国を中心に活発
に行われ「国際生産」が一般的に定着した時期である。第4期は米国の覇権
の動揺が見られる時期で，一部途上国を含めた形での生産力水準格差の世界
的均質化が進み，世界経済の不安定性が増す中で，技術革新力，投資国・被
投資国の分散などが見られた時期である。
　明かに彼の説明では，時代を経るにつれて，主要投資国の交替（英国→米
国→分散代）が技術水準の向上と世界経済の緊密化をともなっている。立地
特殊優位＝彼の言うところの「比較優位1という空間に限定された「原初
的」優位に付加される形で技術やノウハウなどの個別企業内部に蓄積される
優位＝所有特殊優位，が生成され，しだいに後者の優位が前者の優位を圧倒
するにつれて所有特殊優位を内部化する動機が増大し内部化優位も大きな意
味を持ち始めることとなる。この過程は同時に企業規模の巨大化の過程と同
時直行的なものであり，このような要因に加えて，運輸・情報伝達技術の発
達が前提条件となって企業活動の多国籍化が可能となるし，また必要とな
る。このようにDunningにおいては国民経済の意味が，少なくとも現在にお
いては大きく後退しており，せいぜい政府の役割がクローズ・アヅプされて
いるにすぎない。
il．Porterの所説
　Porterはすでに企業が成功するための基本要因および基本戦略をr競争の
戦略』乏r競争優位の戦略』という二つの著作の中で示している。これら二
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　図皿一2：Porterモデルにおける企業と国の競争優位の間の関係
二T誼寮介［亜叢論→
　競争の範囲　　　　　L一一…一・一…一…」
　　　方向
　　　　　　　　　　　　　　　　　企業の要因／企業の優位
　　　11
国の属性／優位
企業による
競争優位の
獲得
つの著作の内容を本論に必要な限りで説明するならば次のようになろう（14）。
　企業の競争戦略を考察する際に基本的な分析単位として選択されるものは
「産業」である。ただし彼のいう「産業」とは互いに直接的に競合する製品
やサービスを生産している企業の集団であり，「産業」の境界線はあくまで
も便宜的なもので「産業」間の違いは程度の問題でしかない。というのも産
業の構造は，①新規参入者の脅威，②代替製品や代替サービスの脅威，③供
給業者の交渉力，④買い手の交渉力，⑤既存競争企業の間めでの競争関係，
の5つの競争推進力によって規定されるものとされており，また企業はどの
「産業」に属するかを選択すると同時に選択した「産業」の構造を自らの戦
略を行使することによって変えることができるとされているので，特定産業
の競争状況というのはきわめて流動的なものと考えられているからである。
企業は自らの競争優位を創出するために新たな競争の潜在的諸要因による競
争状況の変化，したがってビジネス・チャンスの変化を迅速・適切に捉える
ことが必要であり，そのために不断の革新（innovation）が必要とされる。そ
のために企業は優位を獲得するための戦略を選択していくわけであるが，企
業の戦略は基本的に，①低コスト，②製品差別化，という2つの戦略とこの
2つの戦略それぞれに産業内セグメントの範囲をどの程度集中させるかに集
約される。この戦略の選択と対応させて企業は競争優位の源泉としての価値
連鎖のあり方と価値システムの選択を行うことになる。即ち，企業とは企業
内部での諸資源の配分を規定する相互依存的なシステムである諸価値活動の
連鎖であると考えるならば，諸活動それぞれの比重を変えそれぞれの間の調
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整を行うことによって選択した戦略に対応していくことになるし，また，企
業間関係である価値システム，即ち，上流／下流部門および関連部門の産業
の利用を通してより効率的な生産システムを構築することになる。
　このような企業の競争戦略の基本モデルは競争が国内的なものであろうが
国際的なものであろうが根本的な違いはない（15）。国際競争における特殊な問
題は諸価値活動の配置とその間の調整の問題である㈹。r国の競争優位丑は
これらの分析にさらに国がその国出自の企業の成功にとってどのような役割
を果たしているのかを分析したものである。
　1．「国の競争優位」
　「国の競争優位」は，たとえば，①為替レートや利子率の高低などのマク
ロ経済現象，②労働や天然資源の相対的賦存度などの要素賦存比率格差によ
る説明，基本的にはH－O定理に依存した諸理論，③保護関税や補助金など
の政府の政策運営，これもやはり②の応用である，④「日本的経営」という
言葉に典型的にみられる経営活動の異質性など，いくつかの見解によって説
明されている。しかしながら①や③はその国全体の産業がメリットを享受す
べき要因であるにもかかわらず全ての産業で優位にたつ国はどこにも存在し
ない。また技術の発展によって要素賦存の重要性が後退しまた経済活動のグ
ローバル化によって要素可動性が向上している状況を考えてみるならば，②
の要因も説明として妥当なものではないといえる。さらに政府の政策によっ
て要素賦存状況の変更を行ったとしても必ずしもそれがその国の国際競争力
を強化することにつながって儲るとは言えない。もちろん新しい説明が～・く
つかなされてはいる。例えば，従来の貿易論に規模の経済，市場の不完全
性，技術格差などを導入する試みや，プロダクト・サイクル説，あるいは多
国籍企業の役割の強調などがあるがどれもなぜ特定国の特定産業の企業が競
争優位を持ち得るのかについての説明がなされていない。現代の世界経済に
通用する貿易の原理を構築することが必要なのである。その際，問われるべ
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きは国の競争力は何によって測定されるべきなのかという問題である。国の
競争力を示す唯一の概i念は「生産性（productivity）」である。こ’こでいう「生
産性」とは端的には「労働力または資本の1単位によって作り出された生産
物の価値のこと」であり，「生産物の品質と特徴および生産物を作る際の効
率によって規定されるもの」である。Porterのいう「生産性」という概念を
筆者なりにもう少し分かりやすく説明すると次のようになる。「生産物の品
質と特徴」とはより洗練された需要を満足させるだけの品質の高さとニーズ
への対応を意味しており，「効率」はそのような生産物をより低コストで生
産できるだけの技術やノウハウなどの存在を前提とするものである。ここか
ら分かるように「生産性」とはまずは洗練された需要，したがってその前提
となる所得水準の高さ，によって規定され，次に生産効率をその必要条件と
するものである。簡単に言うならば「生産性」とは国民経済の水準を高める
ための競争圧力を生み出す要因を測定するための指標であり，動態的な概念
である。またPor亡erはたとえ多国籍企業が世界的規模で活動を行っていた
としてもそれぞれの多国籍企業にはそれぞれ出身地でありその中心的活動を
行うホームベースとしての国をもつと考えている。したがって国は特定産業
で活動する企業にとって技術やノウハウなどの革新・改良を促進させる空間
的場を提供するものであるとされる。Porterはこの国の特性を「国の優位の
ダイヤモンド」とよび，次の4つの要因をあげている（1η。
（1）要素諸状況：要素諸状況の内容は，静態的に見るならば，次の四つの
　要因に分類される。即ち，①人的資源，②物理的資源，③知識資源，④
　インフラストラクチャー，である。ざらにこの四つの要因は一つは基礎
・的要因と進化的要因に，もう一つはどの企業にでもすぐに利用できるよ
　うな一般的要因と特定の企業にしか利用できない互換性がきわめて低い
　特殊的要因へと再整理することができる。
　　また動態的にみるならば，上記の要因は絶対的なものではなく，より
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　　進化的かつ特殊的要因を創出すること，その手段として要素劣位を利用
　　することが重要なポイントとなってくる。まず教育やインフラストラク
　　チャーなどの要素創出メカニズムは非常に重要なものであり，その要素
　　創出メカニズムを生み出す国は特殊要素を創出するきわめて質の高い制
　　度的メカニズムであると言える。また要素劣位の存在はその克服によっ
　　て新たな優位を獲得することにつながるし，要素劣位そのものはどのよ
　　うな対応が必要であるかを知らせてくれるシグナルである。
　（2）需要諸状況：需要諸状況は，Porterによれば，①母国需要の内容，②
　　需要規模と成長パターン，③国内需要の国際化，の三つに大きく分けら
　　れているが，要するところ，母国需要がどれだけその国の企業の国際競
　　争力を鍛えるものであるのか，またどれだけ国際市場における競争を先
　　取りするものであるのか，この二つのポイントが問題とされるものであ
　　る。
　（3）関連産業と支援産業：まず支援産業とは，端的に言うならば，．当該産
　　業にとっての上／下流部門を意味するものである。次に関連産業とは関
　　連製品あるいは関連サーヴィスを生産する産業で，当該産業と密接に結
　　びつくことによって情報や技術の交換を行い，産業間の連携による総合
　　的な底上げが可能となるものである。
　（4）企業戦略，企業構造，競争相手：国の環境は一般に経営や競争の仕方
　　を規定するものである。具体的にはある国の企業の戦略や構造はその国
　　の所有構造，経営者の行動様式，持分所有者の行動様式ばかりでなく，
　　企業の報酬システム，労資関係，さらにはその国のそのとき々におけ
　　る，いわば国民的目標（例えば省エネ・キャンペィンなど）によって規
　　制されている。
　これら4つの要因は基本的には競争圧力の程度，範囲，方向を規定し，い
わば集積の利益をその競争圧力が有効な地域の企業に与えるものである。し
たがってまずは集積の利益は国内地域レベルで想定されるが，国家間の相違
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は国内諸地域間の相違を上回り，また政府の政策や法，さまざまな要素市場
の統一性などを考慮するならぼやはり国境はいまだ重要であると考えられて
いる。
　さらにこれらの四つの要因に加えて，政府の政策と突発的な出来事（たと
えば石油ショックなど）が国の競争優位に間接的な影響を与えるとされる。
　2．「国の競争優位」の段階論（18）
　また「国の競争優位」はただ優位を持つ国と持たない国とに分かれるだけ
ではなく，発展から衰退への段階を持つものとされている。具体的には表皿
一1に整理したように，要素主導型（Factor－Driven）→投資主導型（lnv－
estment－Driven）→革新主導型（lnnovation－Driven）へと発展段階が徐々に
向上した後，既存資源依存型（Wealth－Driven）という衰退局面を持つもので
ある。もちろん，この順序は一方的なものではなく逆方向への移行も想定さ
れている。まず第1の局面である要素主導型発展であるが，これは文字どお
りその国の原初的な要素賦存にのみ依存した競争力しか持たない局面で価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しでの競争が主体となり自前の技術はほとんど見られないかきわめて幼稚なも
のでしかない。また外的な経済環境のさまざまな変化（例えば為替レートの
変化や国際商品価格の変化など）に左右されやすく，したがって国際競争を
勝ち抜く要因が乏しい段階である。具体的には多くの途上国やカナダ・オー
ストラリアなどがこの局面に位置している。第2の局面である投資主導型発
展は世界市場で通用する最：高技術を体化した近代的，効率的設備への投資が
国内競争の激化にともなって行われる時期で，外国からの技術導入が活発に
なされるだけでなくその技術の改良もすすみ，要素の質的向上（インフラス
トラクチャーの整備や熟練労働の形成など）や生産物の品質，モデルの向
上，生産工程の近代化などが見られる。しかしいまだ生活水準がそれほど高
くないため本国需要は洗練されておらず成熟段階の産業が基幹産業となる。
また産業育成のための環境整備に関する政府の役割が比較的大きいのが特徴
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表皿一1　「国の競争優位」の段階論
発　展 衰　退
　　　　　　i　　　　　　　　　iv素主導型　i　投資主導型　i　革新主導型　　　　　　・　　　　　　　　　i 既存資療依存型
要素諸
?ｵ
　　　　　　　i　　　　　　　　　　lE基礎的要因　1・基礎的要因のi　　　　　　　　　　　　　　　・進化的／特殊
@　　　　　　i　有効性の持続i　的要因の創出　　　　　　　　　　　　　　幽
@　　　　　　i遍瓢た感貼腰素　　　　　　　i　　　　｝劣位による競
・要素創出のた
ﾟに投資され
ｽ累積的な過
獅ﾌ投資によ
髣D位の持続
i　　　　　　　i　争優位の向上
l　　　　　　i　の加速化
l　　　　　　i
堰E国内需要の規i・需要の洗練化 ・需要優位の狭
i　模と成長によi　による優位の 駐化
優位
ﾌ
需要諸
?ｵ
iる優位の形成糠郷，ヒ
源泉 i　　　　　　　i　に伴う国内需i　　　　　　　i　要の国際化…　　　　　　　　…
関連／
x援産
i　　　　　　　　　i’　　　　　　　…・関連／支援産
堰@　　i業の疑 ・クラスターのｸ少? i　　　　　　　　　i
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
企業戦
ｪ／企
ﾆ構造
i・個人および企i・企業のグロー
堰@業の高い動機i　バル戦略の展
cづけ　　；開
・動機づけの低
ｺ・競争相手の衰
／競争 i強い国内競争i 退
関係 ；　関係　　　　il　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　i　　　　　　　　　；@　　　　　　i　　　　　　　　iイタリア→Vンガポールー亡国→　　i　　躰→
@　　　　　　i　　　　←デンマーク
国の具体例 i　　　　　　　i　　←スウェーデンc　　　　i　←スイス
i　　l　米誌i　　　　　　　　　il　　　　　　　　　　　　　　　　　l
←英国
（Porter（1990b）chapter　10　より作成）
である。具体的にPorterは韓国を例としてあげている。第3の局面である革
新主導型発展は技術導入から技術創出を行う時期で，産業クラスターが形
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成，深化，拡大し価格競争から脱皮して要素費用の影響が急激に低下すると
同時に要素劣位の克服による競争優位の向上の加速化が見られる。生活水準
の上昇にともなう需要の洗練化により産業の高度化が図られるとともに自国
企業の多国籍化による国内需要の世界的拡大がますます企業の競争優位を強
める。また企業のグロ　一一バル戦略が本格的に展開されるため外的な経済環境
の変化に対する抵抗力がもっとも強くなる時期でもある。したがってほとん
どの問題は民間企業レベルで克服され，政府の役割はもはや間接的なもので
しかなくなる。第4の局面で衰退局面である既存資源依存型衰退は過去の遺
産を食いつぶす時期で，M＆Aに象徴されるように実物資産への投資ではな
く金融資産への投資が優先される。またそれにともなって，モノ作りの分野
での競争圧力が緩和し国際競争に生き残れない企業が増えるため雇用の減少
とそれにともなう生活水準の低下が見られ，需要の洗練度が落ち，それがま
たそれまで国際競争力を高めていた国内競争圧力の緩和へとつながる。
おわりに
　さて，最後にDunningのeclectic理論とPorter説との間の比較を通して
Porter説の「優位」概念再検討作業にとっての意義をみてみることとする。
　両老の共通点は優位の源泉としての要素賦存以外の要因，ζりわけ技術や
ノウハウなど企業が過去に行った投資によって蓄積された生産力の強調する
ところにある。例えば，Dunningによればそれは企業の所有特殊優位と内部
化優位であり，Porterによれば企業の競争優位である。そしてこれらの蓄積
された生産力が時間を経るにしたがって堆積し，競争力を形作る主要な要因
となってきたという点では両者は一致している。
　しかしながら両者は大きな隔たりをみせている。Dunning説では蓄積され
た生産力とは基本的に企業内部の要因とみなされており，それは企業者が環
境を認識する能力にもとをたてられた投資計画によって創出されるとしてい
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る。そこでは企業者が環境を認識するブPセスはなんら説明されておらず，
事実上，理論的には企業と環境との間の関係は断絶しており国民経済のもつ
空間性を積極的に展開し得ない。それに対してPorter説は企業と環境との間
の関係を産業という概念によって結びつけると同時に産業の生産性の源泉と
しての国民経済の重要性を強調している。即ち，いわゆる「企業努力」をも
たらす要因を企業内部の要因，例えば企業者能力など，に求めるよりもむし
ろ「企業努力」をせざるをえなくする競争圧力創出の空間的場としての国民
経済を重視するのである。そこではただ単に「優位」を国民経済レベルの要
素賦存由来のものから企業レベルの所有特殊優位へと移行させる’という2分
法だけではなく，国民経済の持つ「優位」と企業の持つ「優位」との関連の
空間的な検討がみられ，国民経済の相対的な自律性あるいは凝集性の内容分
析への手がかりを与えてくれている。
　しかしながら，Porter説のこの枠組みは必ずしも目新しいものではない。
貿易論は第二次大戦後，H－O理論では直接に説明不可能な新たな現象に遭
遇するたびにさまざまな修正を加え新しい諸理論に分かれてきたが，その一
つであるR．Vernonのプロダクト・サイクル仮説（Vernon　1967）はすでに
Porter説の諸特長の多くを語っていたといえる。周知のように，Vernon仮
説ほLeontiefパラドックスに対する一つの説明として作られたものである
と同時にHymer仮説とならぶ多国籍企業論の古典であるが，すでに要素賦
存のみでは貿易のあり方は説明不可能であるとして，Porter説の4つのダイ
ヤモンドのほとんどについて言及している。ただ両者の違いはVernonが米
国の圧倒的な経済的優位を前提に理論を組み立て，事実上，直線的発展モデ
ルであるのに対して，Porter説の場合は，米国の経済的地位の相対的後退を
前提に理論が作られており，発展から衰退への逆転現象を論じているところ
ある。しかしながら，Porter説における逆転現象の説明は必ずしも因果関係
が明確ではない。例えばこの点は石油ショックなど突発的出来事がきわめて
低い位置しか与えられていないことに端的に現れている。また国民経済の枠
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組みにしてもなぜ「国」単位で自律性あるいは凝集性を持つのか，集積の利
益を語るのならぼ一国内の地域レベルでも十分なのではないか，などいまだ
「優位」の再検討作業にとっては感覚的あるいは現状追認的なものでしかな
いといえよう。次稿以降でこういつた，いわば国民経済の空間構造を実証的
に検討していくこととする。
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　な担い手の一つとなっているが，Rugmanたちは多国籍企業を中心とする世界経済論
　を構築しようとしているとも言える。つまり多国籍企業活動に視座をすえて世界経済
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　　（1991年）の中で示唆している。
（4）この立場の典型は，いうまでもなく，A．　FrankやS，　Aminなどの新従属学派や
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（7）　ibid．，　p，　26．
（8）　ibid．　p，　26．
（9）この点については，DunningとRugmanがHymerの「国際生産」論への貢献を検討
　したときに整理している。Dunning　and　Rugman（1985）参照。またDunning（1988
　d）．
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